
事業実施計画書 

１ 実施主体の概要 

〇 

〇 

〇 

〇 

〇 

〇 

２ 売上総利益（粗利）・広義の粗利の状況 

主な業種１つにチェック 

記入例 

（ 第２ 号様式）  
令和７ 年●月●日 

 
 

 
 

企業名 お食事処●●●● 

住所 
（ 〒●●●－●●●●）  

北九州市小倉北区城内●－● 

（ フ リ ガナ）  

代表者名 

姓（  キタ キュ ウ ）  

北九 

名（  タ ロウ ）  

太郎 

業種 
□製造業 □建設業  □運輸業 □卸売業 □小売業 □宿泊・ 観光業 

☑飲食業 □理美容業 □その他（                 ）  

資本金・ 出資金（ 千円）  ●●●千円 

従業員数（ 代表者を除

く ）  
●●人 

（ フ リ ガナ）  

担当者職・ 氏名 

（ キタ キュ ウ タ ロウ）  

代表 北九 太郎 

電話番号・ フ ァ ク シミ リ  
（ 電 話） 093-●●●-●●●● 

（ Ｆ Ａ Ｘ ） 093-●●●-●●●● 

担当者メ ールアド レス ●●●●@●●●●. co. j p 

誓約事項 

 

※誓約する場合は、各項目

の誓約欄に〇を 記載す

るこ と 。  

 

※必ず、全項目、確認する

こ と 。  

提出にあたり 、 以下の事項について確認し 、 相違ないこ と を誓約し ます。  

誓約 項目 

宗教上の組織若し く は団体に該当し ないこ と 。  

現在事業を実施し ているこ と 。  

市税の滞納その他の市に対する債務不履行がある等補助金の交付が

適当でないと 認めら れる者でないこ と 。  

計画書の記載について、 不正や虚偽がないこ と 。  

株式会社の場合にあっては、発行済の株式が中小企業者以外の会社により  

２ 分の１ を超えて保有さ れていないこと 。  

当該助成金と 別に国、 県及びこ れら の関係団体等他の助成金等を受

けている又は受ける予定がないこ と 。  

 

比較方法を選択 ☑①売上総利益（ 粗利） での比較  □②広義の粗利での比較 
※上の比較方法を✔の上、 下表に金額等記入。  

 

□法人 

☑個人事業主 



 

３ 事業の概要 

４ 事業費及び助成金の見込額 

（１）事業（取組）実施に必要な経費（支出） 

対象期間には、令和 6年 4月以降で選択

した粗利額を記入 

基準期間には、対象期間に対応する令和４

年４月以降の同期間を記入 

 

【実施区分】複数区分選択可。区分ごとに記入 

省エネ投資、効率化・高収益化、新商品・新サービス開発 

売上拡大・経営改善、人材確保・人材育成 

小数点以下切り捨て 

事業開始は交付決定を受けてからとなります。 

開始日は申請日から 1 か月以降としてください。 

 

   

対

象

期

間 

  

 
 

  

   

基

準

期

間 
  

 

 

 

差引額（ 減少額）  
C＝B－A 

令和６年４月以降の任意の連続する３か月間の  
粗利額／広義の粗利額 

令和４年４月以降のいずれかの年の同期間 

R 7 年 1 月 400, 000 円 R 5 年 1 月 500, 000 円 

R 7 年 2 月 300, 000 円 R 5 年 2 月 350, 000 円 

R 7 年 3 月 350, 000 円 R 5 年 3 月 400, 000 円 

計( A)  1, 050, 000 円 計( B)  1, 250, 000 円 200, 000 円 

減少率 C ÷ B × １ ０ ０   ※小数点以下切り 捨て 減少率 16％減 

創業特例の適用  □有   ※内容は募集要項を参照 
 

比較方法 算定方法 
 ①売上総利益 

（ 粗利）  
売上高－売上原価（ ※１ ）  

※１ ） 売上原価＝期首棚卸高（ 在庫） ＋仕入高（ 製造原価） －期末棚卸高（ 在庫）  

 ②広義の粗利 

売上高－売上原価－販管費のう ち物価高騰の影響が認めら れる経費（ ※２ ）  
※２ ） 荷造り 運賃費、 水道光熱水費、 燃油関連経費（ ガソ リ ン代等で個別に管理さ れている場合に限

る。）、 その他販管費に計上さ れている が売上原価に類する経費であっ て物価高騰の影響が認めら
れる経費（ 個別に管理さ れている場合に限る。）   

※過年度分( 基準期間) の①粗利、 ②広義の粗利は実績額によるこ と を原則と するが、 白色申告等で月額実績の提出が困難な場
合、 年額÷１ ２ をひと 月当たり の額と するこ と ができる。   

※当年分の①粗利、 ②広義の粗利も 実績額によるこ と を原則と するが、 計算する場合、 対象期間の期首・ 期末棚卸高が把握
困難であれば、 事業年度開始時の棚卸高（ 期首棚卸高） に変動がなかっ たも のと し て計算するこ と ができ る。（ 事業年度
開始時の棚卸高（ 期首棚卸高） ＝対象期間の期首の棚卸高＝対象期間の期末の棚卸高）   

 

事業期間 開始   令和７ 年６ 月１ 日 終了 
  令和７ 年７ 月３ １ 日 

※令和８ 年１ 月３ １ 日まで( 事業に係る支払を含む)  

 

実施区分 費目 経費概要 発注先／所在地 金額 (消費税抜きの額) 合計額( A)  

省エネ投資 機械器具費 空調設備の更新 
北九電気販売 

（ 北九州市）  
1, 500, 000 円 

 

 

2, 500, 000 円 

 
 

売上拡大・

販路開拓 
広告宣伝費 

ＷＥ Ｂ 広告掲載、 チ

ラ シの作成 

北九州広告 

（ 北九州市）  
1, 000, 000 円 

    円 

    円 

助成金の見込額 ※千円未満切り 捨て 

※助成対象経費合計額（ A） ２ ０ 万円( 税抜) 以上が対象 

助成対象経費合計額（ A）  × １ ／２  （ 上限額１ ０ ０ 万円）  

   

1, 000, 000 円 

 

 

 

 

 

 

 



（２）資金計画（収入） 

 

５ 実施内容 
取り組む区分すべてにチェック 

「
５ 

実
施
内
容
」
の
各
項
目
は
、
で
き
る
だ
け
具
体
的
に
記
載 

助成事業に関する実施内容ではなく、会社と

して取り組んでいる事業全体の内容を記載 

物価高騰が現在の事業にもたらす影響と、高騰前後

でのコストの差を同月比等の数値等で明確に記載 

取組の内容（目的、方法、手段）を、各実施区分ごとに具体的に

記載。 

その際、「４ 事業費及び助成金の見込額」で記載した経費概要に

ついても詳しく記載。 

区分 金額 ( 消費税抜き の額)  調達先 

市助成金 1, 000, 000 円 北九州市 

自己資金 1, 500, 000 円 － 

借入金 円  

その他 

（            ）  
円  

合計 2, 500, 000 円 （ １ ） 合計額（ A） と 同額 

実施区分 

該当に✓ 

☑省エネ投資   □効率化・ 高収益化   □新商品・ 新サービス開発 

☑売上拡大・ 経営改善   □人材確保・ 人材育成 

現在の事業

の実施内容 

地元食材を活用し た料理を 中心に提供する飲食店を 運営し ている。  

物価高騰で

生じ ている

課題 

食用油、 肉類など食材価格の高騰に加え、 電気代やガス代は、 令和７ 年１ 月料金が昨年

同月比で１ ． ５ 倍と なるなど、 コ スト 増に苦し む。  

生産性を  

向上さ せる

取組内容 

 
選択し た 

区分ごと に 

詳細を記載 

実施区分 取組内容 

省エネ投資 

老朽化し た消費電力の高い店内の空調設備を 省エネ効果の高い機種へ更

新する。 それにより 、 月々の電気代を 節減し 、 固定費の削減を 図る。  

効率化・  

高収益化 

 

新商品・  

新サービス

開発 

 

売上拡大・  

経営改善 

高騰する 食材などのコ スト を 商品価格に転嫁する こ と と 合わせてメ ニュ

ーを 改定する。 その価格・ メ ニュ ー改定のお知ら せと 来店促進に向けた広

報を 行う ため、 ＷＥ Ｂ 広告の掲載と チラ シの作成を 外注する。  



新しい事業（取組）によって、どのくらいの売上・利益が期待できるか、 

どのくらいの経費・費用を削減できるか、など数値を用いて具体的に記載。 

人材確保・

人材育成 

 

事業実施に

よる効果

（ 見込）  

・ 空調について、 メ ーカ ーカ タ ログにより 試算する と 、 今回の空調設備の更新により 年

間 10 万円の節電効果が見込まれる。  

・ 価格転嫁と 合わせて行う メ ニュ ーの改定を契機に、 店舗の魅力発信・ 広報を 積極的に

行い、 新規顧客の開拓、 客単価のアッ プなどにつなげるこ と で、 長期化する 物価高騰

の中でも 、 売上、 利益の確保を見込む。  

       


